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衆議院議員 

【プロフィール・略歴】 
浅野哲（あさのさとし）。1982 年 9月 25 日生まれ（35歳）。青山学院大学大学院修了。 
（株）日立製作所日立研究所研究員。日立労組研究所支部執行委員。大畠章宏衆議院議員秘書。 
第 48 回衆議院議員総選挙において初当選。日立市在住。妻と娘の 3人家族。 

 

「根拠のある議論のもとで、確かな一歩を！」 
ものづくり企業を応援します！ ～スマートエネルギーＷｅｅｋ＠東京ビッグサイト～  

 

 

3 月 2 日、スマートエネルギーWeek 見本市が東京ビ

ッグサイトで開催されました。 

私の地元からは日立地区産業支援センターが展示ブ

ースを出し、地元のものづくり企業 9社が出展してい

ました。 

 

優れた加工技術、顧客の要望に丁寧に応える柔軟

性、そして素晴らしいアイデア。 

 

企業が持つ強みをもっと広く発信して、日本のも

のづくり産業の活性化につなげていくため、私も精

一杯応援することをお約束します！ 

 

日立地区産業支援センターのブースにて 

 

 

 

 

それぞれの企業が持つ、コア技術に感心です 

 

 

 

 

 

労働時間把握の義務化へ ～働き方改革関連法案～  
働き方改革の議論に伴い、これまで20回以上に

わたり、厚生労働省へのヒアリングを行ないまし

た。 

今国会に提出を予定している労働基準法改正法

案では「企画業務型裁量労働制の対象業務拡大」

が削除されるが決まりましたが、「高度プロフェ

ッショナル制度の創設」は残ったままです。  

一方、新たに労働者の健康確保措置として、働く人の労働時間の把握を企業に義務付けることが盛り込ま

れることとなりました。こうした変更は野党が追及した成果であり、「労働時間の把握無くして働き方改革

の議論はありえない」という私の想いに合致します。 

過重労働の撲滅に向けた確かな一歩となるように、引き続き精一杯働きかけてまいります。 

 

 

 

 

 

野党合同ヒアリングにて 
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(2) 第 5 号  

【連絡先】 
   衆議院議員 浅野哲 国会事務所                  

〒100-8981 東京都千代田区永田町 2-2-1 
 

 

衆議院第一議員会館 406 号 

Mail ：g17398@shugiin.go.jp 

Tel  ：03-3508-7231 

Fax ：03-3508-3231 

 

 

【浅野さとしからのメッセージ】 

国会正面にて ～満開の桜～ 

「世耕経済産業大臣の所信について、回答を求める！」 
3 月 30 日、衆議院経済産業委員会が開催され、通算 3度目となる質疑に立ちました。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記背景から、「①中小企業支援」、「②第 4次産業革命に対応した人材育成」、「③データ利活用について」

の 3点にテーマを絞り、回答を求めました。 

以下に主な質疑内容をご紹介します。 

   

 

 

 

 

①中小企業に対し平等な機会の提供を求める 

意欲のある地域の中小企業の皆さんが平等な機会の中で国の制度を活用できるような

環境整備を求める。 
   
②地方大学を活用した人材育成を求める 

将来の日本の産業競争力の基盤強化につながるためにも、地方大学を活用した人材育成

への積極的な取り組みを求める。 

 

③公共データの開放により技術開発の促進を求める 

公共性の高いデータの一部開放によって、民間の技術開発機会をつくり、産業を育成して

いくような施策が必要と考える。 

 

 

 

 

 

 

①地域の活性化を牽引していけるような事業計画を立てて頂ければ、地域未来投資促進法

（地域経済における稼ぐ力の好循環が実現されるよう、核となる企業に対し政策資源を

集中投資する法律）に基づき、積極的に支援を行なっていく。 
   
②地方大学の果たす役割は非常に大きく、各地の経済成長の重要な原動力になると考え

る。地方大学の強みを生かした実証プロジェクトなども進めながら現場人材の育成を図っ

ていく。 

 

③今国会に提出している生産性向上特別措置法案でも公共データ開放の制度創設を盛り

込んでいるが、中小企業もしっかり参加できるよう、補助金や減税措置などを通じて支援

していく。 

 

 

 

 

 

【中小企業を取り巻く課題】 

・安定雇用創出のカギは積極的な中小企業支援にあり。 

 （労働者の約 7 割は中小企業に勤務） 
 

・今後、経営者の年齢が 70歳を超える中小企業のうち、 

約半数が後継者未決定という状況。 
 

・現状を放置すると、2050 年までに約 650 万人の雇用と約

22 兆円の GDP が失われる恐れあり。  

 

 

 

 

【第 4 次産業革命の到来に伴う課題】 

・急速に進化する AI（人口知能）・IoT（モノがインターネットに接

続される仕組み）の開発ではビックデータの収集・活用が重

要な要素である。 
 

・データを最大限利活用できるように共有化の仕組みが重要。 
 

・同時に不正データに対する予防措置・事後対策が必要。 

 

 

 

【今回の質問に至った背景】 

 

 

浅野さとし議員 

 

 

 

 

世耕経済産業大臣 

 

 

 

【衆議院 経済産業委員会】 
開会日：2018 年 3 月 30 日（金）9：50～10：20  

※質疑の詳細はこちら→ (http://www.shugiintv.go.jp/jp/) 
 
 
 

 
 

 


